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１ 議員定数のあり方の検討の経緯について 

 

  三島市議会の議員定数については、平成２４年から２５年にかけて設置した議会改革等検討

特別委員会での検討の結果、平成２５年６月定例会最終日に議員定数条例の改正案が提出、可

決され、平成２７年の市議会議員選挙から２４名であった定数が２名減の２２名となりました。 

その後、令和３年度に議会運営委員会で実施した議会基本条例の検証において「人口が減少

傾向にあること等を踏まえ、定数のあり方について改めて考えてみる時期に来ている。」として、

令和５年４月の改選を迎える前に議員定数のあり方について検討していくこととなりました。 

令和４年度に、全議員意見交換会の実施や市民・団体等からの意見聴取、各派代表者会議及

び議会運営委員会で検討を重ねた結果として、最終的な議会運営委員会での採決では、２名削

減への賛成者が委員長を除く６人の委員のうち２人であり、賛成少数として否決され、議員定

数について現状維持との結論に至りました。 

議員定数については、令和５年４月の改選後に改めて検討するとしたことから、今年度、議

会運営委員会で検討を進めているところです。 

議会としての方向性を決定するため、皆様のご意見等を広く伺い参考にしてまいりたいと考

えておりますので、ぜひ忌憚のないご意見をお寄せくださいますようお願いいたします。 

 

 

２ ご意見の募集期間と提出方法について 

 

 ⑴ 募集期間 

   令和６年１０月１８日（金）から令和６年１１月１１日（月）正午まで。（期間内必着） 

⑵ ご意見の提出方法 

① ホームページからの電子申請（おすすめ） 

    https://logoform.jp/form/pqff/737451 

② 電子メール gikai@city.mishima.shizuoka.jp  

③ ＦＡＸ ０５５－９８３－２６０１ 

④ 郵送 〒411-8666 三島市北田町４番４７号 三島市議会事務局あて 

⑤ 持参 三島市北田町４番４７号 三島市役所本館３階 

 三島市議会事務局（平日 8:30～17:15のみ受付） 

※電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参の際は、下記の市議会ホームページに掲載している様式を

ご利用ください。なお、ご意見の提出用紙は議会事務局でも配布しています。 

  市議会ホームページ（議員定数のあり方についての市民意見の聴取について）  

https://www.city.mishima.shizuoka.jp/gikai/gikai_shosai058536.html 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.mishima.shizuoka.jp/gikai/gikai_shosai058536.html
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３ 議会の役割について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

より良い市政を進めるために、市が行う様々な事業について、市民が皆で考え、皆で話し

合って実行していくことが望ましいと考えますが、実際には市民全員で行っていくことは難

しいため、選挙によって市民の代表を選びます｡ これが市議会議員と市長となります｡ これ

を二元代表制といいます。 

市議会議員は議会で市政を進めるために必要な条例（市のきまり）や予算を決めるほか、

決算審査や一般質問などを通じて市政が適正に行われているか、チェックするとともに政策

提言を行います。 

市長は市議会の決定に沿って、実際のまちづくりを進めていきます。 

両者はお互いに独立した立場で、行き過ぎを正し、足りないところを補い合いながら、よ

り良い市政を進めるために活動しています。 

 

 

４ 議会の活動状況について 

 

  令和５年度の主な議会の活動状況は、以下のとおり。 

 

 ⑴ 本会議の開催状況 

会議名 会    期 
会期 

日数 

本会議 

日数 

質問 

日数 

質問 

人数 

議案質疑 

延べ人数 

５月臨時会 5月 15日 1 1 0 0 5 

６月定例会 6月 6日 ～  6月 22日 17 7 5 18 8 

９月定例会 9月 5日 ～  9月 28日 24 7 5 17 7 

11月定例会 11 月 28日 ～ 12月 14日 17 7 5 18 14 

２月定例会 2 月 14日 ～ 3月 15日 31 7 5 17 4 

計 87 27 18 65 38 

   本会議は全議員が参加する会議で、議案の審議や市当局に対する質問などを行います。 

   年４回の定例会のほか、必要に応じて開催される臨時会があります。 

市民 

議会 
【議事機関】 

 

市長 
【執行機関】 

選挙で選ぶ 

選挙で選ぶ 

議決された予算や法律・条例等に 
基づき市政を執行する 

予算・決算や条例等を提案 

議案を審議し、議決する 
市政の執行状況を監視する 
市政について政策提言する 

請願や陳情で 
意見を伝える 

議会活動を報告し 
意見を聴取する 
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 ⑵ 議案等の審議状況 

会議名 

市長提出件数 議員提出件数 請願件数 陳情件数 

選 
 

挙 

合 
 

計 

予 
 

算 

決 
 

算 

条 
 

例 

人
事
案
件 

専
決
処
分
の
承
認 

そ 

の 

他 

条
例
・
規
則 

意 

見 

書 

決 
 

議 

そ 

の 

他 

採
択
・
趣
旨
採
択 

不 

採 

択 

取
下
承
認 

審
議
未
了 

採
択
・
趣
旨
採
択 

不 

採 
択 

取
下
承
認 

審
議
未
了 

５月臨時会 1   1 2              5 9 

６月定例会 2  7 1  3           1  6 20 

９月定例会 6 8 2 1  3    1      1    22 

11月定例会 8  9 3  6   1           27 

２月定例会 17  25 3 2 6 
 

3   1          55 

計 34 8 43 9 2 18 3 
 

 1 2      1 1  11 133 

 

 ⑶ 委員会の開催状況 

委員会名 
委員 

定数 

委員会開催日数 付託件数 

本会議

開会中 
その他 計 議案 請願 陳情 計 

総務委員会 8 5  4  9  2      2  

福祉教育委員会 7 5  4  9  8      8  

経済建設委員会 7 5  4  9  12      12  

議会運営委員会 7 9  11  20       1 1  

計 24 23  47  22    1  23  

  委員会は議会の内部組織であり、本会議の審議の予備的な審査や専門的な調査機関として設

置されます。市政の分野を３つに分けて調査研究する常任委員会（総務・福祉教育・経済建設）

と、議会運営について協議する議会運営委員会、必要に応じて設置される特別委員会がありま

す。議員は必ず総務委員会、福祉教育委員会、経済建設委員会のいずれか一つに所属すること

になっています。 

 

 ⑷ 議会広報・議会報告会 

  ① 「市議会だより」 

    年４回（２月、５月、８月、１１月）「広報みしま」に折り込み全世帯に配布しています。 

    令和５年度は選挙があったため、６月にも配布しました。 

  ② 市議会ホームページ https://www.city.mishima.shizuoka.jp/gikai/ 

    議員名簿、会議録検索システム、会議予定、議案・発言通告書等の会議資料を掲載して

います。 

    本会議についてインターネットライブ中継と録画配信を実施しています。また、令和３

年６月定例会から、ライブ中継について音声認識技術による字幕付与を実施しています。 

  ③ 議会報告会 

    新型コロナウイルス感染症の分類が５類に移行したことから、公民館等の会場での参集

型の議会報告会を復活させました。（３公民館+市役所本館）また、インターネット(YouTube)

https://www.city.mishima.shizuoka.jp/gikai/
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での動画配信及び資料掲載による開催を継続しました。 

    テーマは「三島市役所の建て替え」とし、いただいた意見も踏まえ新庁舎整備に関する

各会派・議員の意見をまとめ１０月１６日に市長に提出しました。 

 

    このように例年実施している活動に加え、必要に応じて特別委員会を設置するなど、議

会力の向上を図っています。 

    議員定数が２４人から２２人となった平成２７年以降も、「公共施設等マネジメント検討

特別委員会」「議会基本条例等検討特別委員会」「ＩＣＴ推進検討特別委員会」「ダイバーシ

ティ推進検討特別委員会」等の特別委員会を設置し、様々な検討を進めてきました。 
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５ 議員定数のあり方の検討にあたっての参考データ 

（三島市議会事務局調べ） 

 ⑴ 全国市議会議長会とりまとめデータ（815 自治体）のうち人口 80,000～120,000 人の自治

体（115自治体）における議員定数の状況 

   議員定数 

最小値 17 

三島市 22 

中央値 22 

平均値 22.6 

最大値 28 

★全国（人口規模の近い市）の人口と議員定数の相関図は図１を参照 

 

 

 

図１ 全国 人口と議員定数  
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 ⑵ 県内各市の人口、議員定数の比較及び常任委員会の構成（人口の多い順） 

No. 市名 
R6.4.1 
住基人口 

議員 
定数 

議員 1人 

当たり人口 

常任委員会の構成及び委員定数 

（予算決算委員会等を除く） 

1 浜松市 786,792 46 17,104 
総務１０、厚生保健９、環境経済９、 

建設消防９、市民文教９ 

2 静岡市 675,610 48 14,075 
総務８、市民環境教育８、厚生８、 

観光文化経済８、都市建設８、企業消防８ 

3 富士市 247,121 32 7,723 総務市民８、福祉保健８、産業教育８、建設消防８ 

4 沼津市 186,676 28 6,667 総務７、文教産業７、民生病院７、建設水道７ 

5 磐田市 166,307 26 6,396 総務９、民生教育９、建設産業８ 

6 藤枝市 140,365 22 6,380 総務８、健康福祉教育７、建設経済環境７ 

7 焼津市 135,725 21 6,463 総務文教７、市民福祉７、建設経済７ 

8 富士宮市 127,558 22 5,798 総務文教８、環境厚生７、産業都市７ 

9 掛川市 115,028 21 5,478 総務７、文教厚生７、環境産業７ 

10 三島市 105,552 22 4,798 総務８、福祉教育７、経済建設７ 

11 島田市 95,218 20 4,761 総務生活７、厚生教育７、経済建設６ 

12 袋井市 88,047 20 4,402 総務７、民生文教７、建設経済６ 

13 御殿場市 83,592 21 3,981 総務７、福祉文教７、経済環境７ 

14 伊東市 65,035 20 3,252 総務８、観光建設６、福祉文教６ 

15 湖西市 57,793 18 3,211 総務経済６、福祉教育６、建設環境６ 

16 裾野市 48,869 19 2,572 総務７、厚生文教６、産業建設６ 

17 菊川市 47,450 17 2,791 総務建設９、教育福祉８ 

18 伊豆の国市 46,378 17 2,728 総務産業建設９、福祉文教環境８ 

19 牧之原市 42,758 16 2,672 総務建設８、文教厚生８ 

20 熱海市 33,603 15 2,240 総務福祉教育８、観光建設公営企業７ 

21 御前崎市 30,125 13 2,317 総務経済７、文教厚生６ 

22 伊豆市 28,012 16 1,751 総務経済８、教育厚生８ 

23 下田市 19,545 13 1,503 総務文教７、産業厚生６ 

※ 御前崎市 R6.4選挙から 13人 

伊豆市  R6.10選挙から 14人 

★県内市の人口と議員定数の相関図は図２を参照 
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 図２ 県内市 人口と議員定数  
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⑶ 県内各市の人口、議員定数及び標準財政規模の比較（標準財政規模の大きい順） 

  （標準財政規模：自治体の一般財源の標準的な大きさを示す指標） 

No. 市名 R５標財規模(千円) 
議員定数 

（人） 

議員 1人当たり 

標財規模(円) 

1 浜松市 223,069,265 46 4,849,332 

2 静岡市 197,591,090 48 4,116,481 

3 富士市 52,773,427 32 1,649,170 

4 沼津市 42,039,368 28 1,501,406 

5 磐田市 40,307,180 26 1,550,276 

6 藤枝市 30,261,579 22 1,375,526 

7 焼津市 28,967,623 21 1,379,411 

8 富士宮市 28,212,057 22 1,282,366 

9 掛川市 28,028,541 21 1,334,692 

10 島田市 23,409,856 20 1,170,493 

11 三島市 22,815,719 22 1,037,078 

12 袋井市 20,678,940 20 1,033,947 

13 御殿場市 19,859,413 21 945,686 

14 伊東市 16,745,501 20 837,275 

15 湖西市 14,190,040 18 788,336 

16 牧之原市 12,862,088 16 803,881 

17 伊豆の国市 12,682,893 17 746,053 

18 菊川市 12,300,267 17 723,545 

19 裾野市 12,075,331 19 635,544 

20 伊豆市 10,671,514 16 666,970 

21 熱海市 10,583,291 15 705,553 

22 御前崎市 8,829,372 13 679,182 

23 下田市 6,566,101 13 505,085 

★県内市の標準財政規模と議員定数の相関図は図３を参照 
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 図３ 県内市 標準財政規模と議員定数  
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 ⑷ 直近６回の三島市議会議員選挙時の定数と立候補者数等の推移 

投票日 議員定数 立候補者数 投票率 
当日 

有権者数 

直近３月末 

住基人口 

議員１人 

当たり人口 

H15.4.27 26 31 61.06% 87,296 112,640 4,332 

H19.4.22 24 26 55.06% 89,385 113,883 4,745 

H23.4.24 24 35 52.70% 89,780 113,124 4,714 

H27.4.26 22 26 49.87% 89,423 111,616 5,073 

H31.4.21 22 26 46.83% 90,486 109,965 4,998 

R5.4.23 22 28 46.49% 88,665 106,740 4,852 

 

 ⑸ 当初予算額に占める議会費の割合の推移（過去５年間） 

年度 
一般会計 

当初予算額(千円) 

議会費 

当初予算額(千円) 

議会費 

割合 

R2 38,050,000 264,170 0.69％ 

R3 36,190,000 256,689 0.71％ 

R4 39,200,000 257,089 0.66％ 

R5 42,480,000 256,412 0.60％ 

R6 45,070,000 254,750 0.57％ 

 

 ⑹ 議員１人あたりに見込まれる歳出額（令和６年度当初予算より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※議員共済事務負担金と議員共済給付負担金は、平成２３年に廃止された議員年金に関する

もの。廃止時に既に議員年金の受給権があった全国の元議員等への年金給付は現在も続い

ているため、その費用を全国の各自治体が当該自治体議員の標準報酬総額に応じて負担し

ている。そのため、議員年金は現職の議員が受け取るものではないが、議員定数が減れば、

市の負担額も減ることになる。なお、市議会議員は原則として国民健康保険と国民年金に

加入する形なので、健康保険料や年金保険料について、市で特別な負担はしていない。 

 

  

項目 金額（円） 備考 

議員報酬 4,920,000 月額 41万円×12カ月 

議員期末手当 1,672,800 
６月 41万円×1.2×1.5＝738,000円 

12月 41万円×1.2×1.9＝934,800円 

議員共済事務負担金 13,000 ※受給権のある全国の元議員等へ 

 議員年金を支払うための負担金。 

 詳細は欄外参照。 議員共済給付負担金 1,441,560 

常任委員会行政視察 80,000   

政務活動費 180,000 月額 1.5万円×12カ月 

合計 8,307,360   
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６ 三島市議会における意見のまとめ（令和６年９月末現在） 

 

 現在、三島市議会の中では議員定数を２２人のまま現状維持すべきという意見、削減すべきと

いう意見及び現状では保留という意見に分かれています。それぞれの立場の考え方を９つの論点

に分けて、次ページ以降にお示しさせていただきます。 

 ここには、現状維持、削減についての主な意見を抜粋いたします。 

 

【現状維持】 

① 人口規模の近い 8～12 万人の全国 115 自治体の議員定数の平均値は 22.6 人、中央値は 22 人

であり、三島市の議員定数は平均的な人数である。 

② 選挙制度では、議員の能力を順番に測れず、削減のしわ寄せは、投票率の低い世代や、新人、

女性候補者に来る。強い組織を持った候補者には、議席が指定席となる。 

③ 議会費は、市財政全体の 0.6%。その 22分の１を削るより、人材を活用して「本当の無駄」を

削減することが重要。議員定数の議論の前に、議員活動の充実が必要。 

④ 議会として行政との緊張関係が保てているか、牽制できているか。定数削減すると、それらが

さらに緩和され、議会としての存在意義が弱まる。 

 

【削減】 

① 議会改革とは前例や慣例に疑問を持ち動かなければならない。定数削減は歳出削減や見直し

のため議会として考えるべきことの一つである。 

② 今後人口減少等でさらに財政が厳しくなる中で長期財政計画でも人件費の削減が見込まれ議

員数もそれに合わせて減らすべきと考える。 

③ 専門家は討議できる人数は 7 名程度と言われており 3 委員会✕7 名で 21 名でも支障はないと

考える。 

④ 2015年の人口に比べて 2027年人口は約 8000人減少の見込みで議員は 5000人に 1人とすると

2人減らすことは妥当と考える。 



　三島市議会　議員定数についてのアンケート結果

定数の考え方 「議会の機能」について 「委員会の機能」について 「市民との関係」について 「議会改革」について 「有識者の意見」について

定数減

●今後の議会に求められるのは政策形成機能。そのために必要な
のは議員の専門性だが、これは特定分野に関する専門的知見では
なく、公正な視点で誠実に市民の話を聞き的確に地域課題を把握す
る専門力。併せて意見集約力や調整力も不可欠で不断の探究心が
必須。
●議員の質を高める必要は強く感じますが、大幅な定数削減をする
と市民意見が反映されにくくなると考えます。
●副議長も一般質問や議案質疑を行えるようにする。
●一般質問実施議員数は過去5年間でその77.7％が17人以下である
ことから監視機能の低下にはつながらない。さらに議員から出してい
た監査委員を廃止することで本来の議員活動ができる。
●議員数の削減は、市議会の機能を低下させる事も考えられます。
市民数や委員会の人数を、しっかりと考えていかなけれがなりませ
ん。
●副議長の権限のボリュームアップを望みます。
1.議会報告会の座長（基本条例に明記の議会報告会の座長就任。
副議長は各派、議運の両会議に出席しており方針がわかる為〕
2.副議長の一般質問をできる規定にする。
3.各派、議運において多数決の考え方（会派内人数を考慮する〕
●副議長も一般質問や議案審議を行うことを可能にし、さらに議選監
査委員が外部監査委員となったことで１名削減は可能

●委員会に求められる機能は、政策・事業について当局と密に情報・
意見交換を行い、委員間で十分に協議した上で政策・事業を成功さ
せること。三島市議会の委員会は形ばかりで本来の機能を果たして
いない。決算・予算委員会を軸にした分科会の位置付けでよい。
●委員会を重視し、7人×3委員会と考えれば、人口減少の背景を踏
まえ、現状では1減が妥当と考えます。
●委員会を重視し、7人×3委員会と考え、定数1名減が妥当である。
●専門家は討議ができるのは7人程度とされており3委員会7人、7
人、6人となるため支障なしと考える。
●三島市は3委員会があり、今の議員数で良いと考えますが、三島
市の人口減を考えると１名減が限界ではないかと思います。
●定数を１名削減しても、総務７名、経済建設７名、福祉教育７名と
問題はない。各委員会のバランスもとれる。
●本会議よりも更に闊達な意見交換ができる場所にしていく必要が
ある。委員会での外部識者を招いての意見交換など。

●議員は市民の代表であり、市民全体の利益のためにある。特定の
地域・団体の支援を受けていても、常に市民全体の利益を念頭に置
いた活動が必要。市民の単なる代弁者ではない。特定市民に操られ
るようなことではいけない。
●大幅な定数削減をすると市民意見が反映されにくくなると考えま
す。
●大幅な定数削減は市民意見が反映されにくくなるので、定数1名削
減が妥当である。
●議員定数については、市民の皆様にしっかりと伝えていく必要が
あります。
近隣の状況、人口減、委員会機能等について
●議員一人一人の質を高めれば、定数削減をしたとしても市民との
関係を保つことができる。

●現在の3委員会制を廃止し、決算・予算委員会の分科会としての位
置付けにする。特別委員会設立基準の明確化。通年会期制の導入。
議長任期2年の固定化。一般質問の充実化（議員1人につき年間3
回、あるいは1会期中につき10人までなど回数制限を設ける）。
●議会改革は進めるべきだが、委員会重視の方向性であれば、現
状の人口に対しては1委員会7名が妥当と考えます。
●反問権導入の検討を望む。
●議会改革とは前例や慣例に疑問を持ち動かなければならない。定
数削減は歳出削減や見直しのため議会として考えるべきことの一つ
である。
●議会は立法機能や監視機能の強化を図らなければなりません。
分権時代に即した議会へと改革を推進していく事が必要となります。
●副議長の権限のボリュームアップを望みます。
1.議会報告会の座長（基本条例に明記の議会報告会の座長就任。
副議長は各派、議運の両会議に出席しており方針がわかる為〕
2.副議長の一般質問をできる規定にする。
3.各派、議運において多数決の考え方（会派内人数を考慮する〕
●議会の質を高めることと定数削減は別のものとして考える。
●議員間の自由討議・ディスカッションなど気軽に議論できる場を多く
設ける事が大事であると考える。ともすると、独りよがりの議論になる
が、他人の意見も尊重し更なる議論を深める。

●参考人制度および公聴会は議会の透明性を高め、民意の正確な
聴取に大いに役立つものと考える。いわゆる「市民3（5）分間演説制
度」などは議会への関心を高め、身近でより開かれた議会の実現と
なる。
●野村棯氏:減数によって浮く金額に目をとられ、反対に住民意思の
反映機能、執行機関に対する批判監視機能低下についての検討が
おろそかになっている。
江藤俊昭氏:論点を明確にしないまま削減競争に走る姿は議会の自
殺行為に思えてならない。
議会は多様な意見を吸収し、様々な視点から議論が必要。
●必要に応じて有識者の意見を参考にしたい。

保留

●市民が納得する様な議会改革の一環として定数を変更するなら意
味が有るが、ただ単に変更するのでは有れば意味がないと思いま
す。

●議員定数の変更と言うよりも、委員会活動に慣例が多すぎる。市
民に少しでも役に立つ様な活動するならば慣例も少しずつ変えてい
かなければと思います。

●市民あっての議員であり、そのためにも、市民の多様な意見を吸
い上げることと、聞く耳を持つことが大事であるかと思います。時には
市民の耳の痛いことも言わなければならない。そんな関係が良いか
と思います。その点では議員数が多くても良いかと思われます。

●議員定数と関係なく、議会改革の観点から、委員会機能、市民と
の関係、議会改革、それらすべてに通ずるのが通年議会(審議等に
十分な時間が取れる)だと考えております。時間がないからといって
議員間討論や、当局との質疑、削減せざるをえない状況は市民に対
して失礼であると言わざるを得ません。

●有識者の意見は、事あるごとに、聞くべきであると思います。

現状維持

●議員定数を減らすことは少数派の民意を反映させづらくなる。それ
は少数弱者の意見を封じることを意味します。また、議会の力が弱ま
り行政側の力が強くなり、恣意的な条例などが制定しやすくなるな
ど、議会の監視機能の低下の恐れが出る。
●大正大学 江藤教授は、行政改革の論理（効率性重視）と議会改革
の論理（地域民主主義の実現）は異なると言われている。
●江藤俊昭講師は、三島市議会の勉強会でも、「定数について市民
に諮るときは、よく議会の活動を理解している方に意見を聴かない
と、削減ありき」という旨のアドバイスがありました。「ありき」では思考
停止になってしまい参考になりません。
●年に一度の研修ではなく、大学の政治学の研究を行なっている先
生に顧問のような立場で指導をしていただくと、議員全員で共通認識
が持てると思います。（例　御殿場市　牛山久仁彦教授）議員報酬な
どの審議会の有識者は政治学の専門家も入っていただくべきです。
●有権者の意見は当然把握し、承知しなければならないが、それだ
けに振り回されてはいけない。
例えば有権者が「良くないこと」を主張していたら、それを代弁すると
いうことが合って良いのか、という単純な話である。
有権者の意向が間違っていると感じれば、当然正しい方向へ導くこと
も議員は求められるのではないか。
●元都道府県議長会の野村稔氏・自治体議会政策学会の竹下譲
氏・大正大学の江藤俊昭教授など、有識者は定数削減に否定的であ
る。
●有識者の意見は積極的に取り入れることが良いと考えるが、偏っ
た意見でない事の検証や、意見が複数ある場合には、それぞれの意
見を確認する必要があると考えます。
●議員定数を減らすと増やせない。
●有識者はそもそもどう言う人？市民感情からかなり離れている様
な認識を受けるので、有識者の言う事を、鵜呑みにしすぎるのも、疑
問が残ります。
●議会機能を十分に発揮できる人数が何人なのかについての研究
をしている方がいらっしゃれば参考にすべきである。
●有識者は定数削減に否定的である
●有識者の中にもさまざまな議論があり、こうしたものももっと議会だ
よりなどに載せていく必要があるのではないか。

●民意が市政に反映されているか、その民意が民主的に議論され
議会の政策立案や条例に生かされることと同時に行政に対する監視
機能が果たせているか、それが議会・議員の役割であると考えます。
●削減ありきの議論ではなく、議会改革を推進することによってたと
え少人数でも多様な意見の反映や監視機能・政策提言機能を担保で
きる仕組みを確立することが先に取り組むべきことではないか。
●議会と当局は車の両輪と言われますが、私はさらにひとつのハン
ドルを市長と議長が握るべきもの、と認識しています。どちらか一方
が市政をコントロールするのでなく、議会と当局が議論を深める中
で、それぞれの長が同じ責任と力を有すべきものです。
●行政の監視機能と議会での議決機能だけでなく、政策形成機能も
本来はあるはずですが、十分に機能を果たせている状況ではないと
感じています。2元代表制による議会としての責務を果たせるように
努めていくために、一定の議員数は必要です。
●議員定数増減の議論の前に、まずは議員ひとりひとりの活動を充
実させる必要がある。
議会全体としても行政との緊張関係が保てているのか、牽制勢力に
なれているのか、そこができていないまま、特に「定数削減」をしてし
まうと、緊張関係がさらに緩和され、議会としての存在意義がなくな
る。
●財政規模が拡大する中、議会の監視機能や政策提言機能の強化
が求められており、定数削減はこれに逆行する。
●行政を監視する機能、政策を提言する機能ともに、十分に果たさ
れているとは自信を持って言い切れない現状である。
しかしながら、今後の人口減少に伴う歳入の減少が予想される為、
定数の増加は市民からも受け入れがたく、定数は現状維持するな
か、議会改革によって課題を解決すべきと考えます。
●多くの課題をかかえる市政において、政策提言や市政のチェック
は重要であり、定数削減はこれらを弱めてしまう。
●市民の疑問や困りごとを市に伝えたり提言する。また市民のニー
ズを反映するような政策を提言するので、議会はとても大切
●行政の監視機能。
●市政に対するチェック機能、当局の政策の審議機能、政策を形成
し条例を作る機能が主なものであるが、市民の要望を市政に反映さ
せることも重要な機能であると考える。
●財政規模が拡大する中、定数削減は行政の監視機能の低下を招
く
●議会の機能については、議員定数だけでなく「議会の力」全体の議
論の中で論じていくべきで、広く多くの立場からこの問題を論じて行き
たい。

●予算決算における委員会審査は現状の２つ日間の日程では十分
な審査が行えているとは言い難い。また、所管事務調査においても
更なる深堀をする調査、委員間討議が必要であると感じています。
●大正大学 江藤教授は討議できる人数は少なくとも7~8人と言われ
ている。
●本市は本会議主義と言われますが、有識者は委員会主義の方が
有意義な議論ができるとも言います。膨大な案件がある中、今年か
ら予算へ提言する試行が始まりましたが、今後はさらにその数を増
やし、透明性の高い予算決算審査ができることを願います。
●現在の3つの常任委員会で審査することが望ましいと考えます。常
任委員会の委員の人数も7人～8人は必要だと思います。委員長、副
委員長を除き委員の人数が5人以下の人数では十分な審査が出来
ない可能性が出てきます。
●実質委員会として稼働するのは決算予算審査、行政視察、と年7
日程度であり、委員会活動の希薄さは気になるところ。
改善の余地は大いにある、と感じる。
●活発な議論を行うためには、７名以上の委員が必要である。
監視機能や政策提言機能の強化を図るためには、委員会の統廃合
はすべきでない。
●各委員会が所管する範疇は広く、人員の削減は議会全体の機能
低下が懸念される。
各議員の活動が個人でまとめる一般質問に偏向していると思われる
事もあり、委員会機能の強化により、より詳細な情報を多数の委員
討議で深掘りし、課題を見いだすことや、解決策を提言出来る委員会
となっていく事が望まれる。
●委員会活動を活性化し、政策に活かすには現状の定数は必要。
削減による弱体化はすべきでない。
●予算などを審査決算、また専門の委員会での市の政策の提言な
どをするが、委員会で無くても疑問があれば、質問出来ることをもっと
スタンダードにしてほしい。全ての議員が希望する、委員会に入れな
いのだから。
●予算、決算を通しての三島市の事業の検証
●決算予算審議が委員会の大きな機能であるが、これは管轄する
部課・事業を調査監視することにもつながる。また、専門的な三島市
の業務や他市町の事例を調査し、よりよい事業提案をしたり、時には
ブレーキをかけることも重要な機能だと考える。
●委員会活動をより活性化させるため、常任委員会の定数は最低７
人が必要
●委員会の江藤先生のお話では、委員会には最低7人の委員が必
要である。実際は各委員でもかなりの差が生じており、もっと幅広い
取り組みが必要である。

●常日頃議会の存在が身近でない事、議員の活動量・質についての
ご意見も多く聞く。市政は市民生活に直結していることの理解を深め
ていただくための不断の努力が議会には求められています。
●多様な意見を反映させるためには一定数の議員数は必要と考え
る。
●三島市でも地域の代表としての議員の役割が強い側面がありま
す。その地域に対する歴史や習慣、価値観を理解し、課題解決に向
けた取組をするうえで、地方政治では「地域に愛着を持つ良き理解
者」が重要。それによって身近な政治が生まれてくると思います。
●市民の意見を把握し政策に反映できるように努めることも議員の
役割りと思います。その市民の意見を聞く機会や現場を知る機会を
得るためには、議員の年齢や職種、立場、などが片寄らず幅の広い
人材が議会にいる方が、市民の声も幅広く反映できます。
●市議会議員は単に市民の声を代弁するものではない。市民の代
表として、市民の生活のために行政への牽制や提言などを通じて働
くことが仕事であり、単に代弁するだけなら、選ばれた人間がやる意
味はない、と感じる。
●多様な市民意見を反映するためには、定数を削減すべきではな
い。
●現状においても、議会に対しての市民参加は限定的になってし
まっていると感じる。
しかし、議員を増やしてもこの課題を解決出来るとは考えにくく、議員
定数と市民の議会参加は別の問題として捉えている。
●定数削減しては幅広い市民の声が拾えなくなる。
●議員と市民の関係という事であれば、市民の声を伝えたり、市民
の疑問などを市につなげるパイプ役だと思っています。何でも屋さん
パイプ役は多ければ多いほどいい
●市民の思い、要望を丁寧に吸い上げ、三島市の事業に反映させて
いくこと
●議員は市民の代表であり、市民は議員を通して三島市当局のあり
方や事業をチェックする、ということが最大の関係性だと考える。市民
も自らの代表である議員をチェックしたり、要望の窓口にしたり、問題
解決の手助けを求めるということも関係性としてある。
●広く市民の多様な意見を行政に反映させる必要があり、削減はメ
リットとは言えない
●市民の中にもすでによそではいくつもあるオブザーバーその他の
取り組みがあり、住民運動と合わせた議会の取り組みとして大いに
取り組んでいく必要がある。

●今以上に様々な媒体も活用し、市民に身近で開かれた議会にす
べきと考えます。
●議員定数の議論や決定をするには、市民が議会の活動を十分認
識していることが前提です。選挙制度では決して議員の能力を順番
に測ることはできません。予断なき議会改革により議員の活躍の場
を増やし、その能力を存分に生かすことが市民理解に繋がります。
●ハード面の議会改革だけでなく、2元代表制の役割りを果たすた
め、委員会のあり方、議員間討議の充実や、日ごろの研鑽を積む仕
組み、行政視察のあり方など、議員自らの資質の向上を図る為にど
うあるべきかを議論し、改革していくべきと考えます。
●公式に議会として活動する場が少ない。通年議会制にも通ずる
が、市民の目が向く機会が少なく、議員としての公式な意見、声明を
発する場が限られている。
当局との本気の議論、空気感を感じられる場を整えることが議員定
数議論の前にすべきことである。
●定数の見直しに関わらず、不断の議会改革が必要である。
●議案の説明から、質疑通告までの期間が短いと感じる。
各議員が一般質問の為の調査研究をそれぞれ行っている為、対応
する職員の仕事量が増加していると感じる。市の多様な行政活動に
ついて、全議員や委員会等での説明会を増やす事で、効率化できる
のではないでしょうか。
●現状を維持しつつ、議員相互に質を高め、市民に示していくことこ
そ大切。
●もっと議会を市民や子供たちに知ってもらう事をやるべき。議員
が、何をやっているのか、風通しが良くないと議会に対して理解は得
られない思います。議員の仕事は思った以上に多いこと、責任があ
ることを周知すべき、学校などで議会傍聴したらどうか
●それぞれの議員がお互いを尊重しながら、柔軟な意見を言える体
制づくり。三島市の事業に反映できる仕組みづくりなど
●動画配信、市議会だより、などがあるが発信が十分でない。何を
やっているかが市民に届かないと、市民の心も議会議員から離れて
しまう。また自由討論を行ったりや委員会の決算予算審議なども発
信の対象にしていけば、各委員会・議員への理解も深まると考える。
●自由討議の活発化や行政への政策提言機能の強化が求められて
いるので、削減は逆行することになる
●伊豆の国市や東伊豆町などをはじめ、すでに周りでも多くの自治
体で議員のより直接的な全協を招いた懇談会や、それからさらに発
展させた取り組みがある。こうした取り組みを、ぜひこの三島でも追
求していきたい。



　三島市議会　議員定数についてのアンケート結果

定数の考え方

定数減

保留

現状維持

「人口との関係、類似自治体との比較」について 「財政」について 「多様性・これからの立候補者」について 「その他」

●あまり意味がないのではないかと考える。議会が何を目指しどの
ように形成していくか、それは地域独自で考えていくべきで、比較か
らは何も生まれない。オリジナリティを追求してこそ進歩発展が図ら
れる。
●通説的に言われる5,000人に1人という議員定数は、一定程度参考
にはなるとの認識です。三島市人口105,364人(2024年7月末)を、
5,000で割ると21.0728になり、その点からも、1人減の21人は理解を
得られる人数と考えます。
●人口減少の背景を踏まえ、定数1名削減が妥当である。
●2015年人口は111,601人で議員は22人、議員1人当たり5,072人と
なる。2027年の人口は103,645人見込みで2015年比−7,956人なので
2015年の22人から2人減らすことが妥当と考える。
●全国815市の1市平均が22、7人、人口段階では、5〜10万人未満
で20、4人で10〜20万人未満で25、3人です。
三島市近隣の6市の市民数からみても平均4,022人に議員１名です。
三島市は4,826人に議員１名となり、今の定数で良いと考えますが、
人口段階を考えると定数１名減が良いと思います。
●人口減少並びに、本市よりも人口が多く、議員定数が少ない自治
体もあることから、定数１名削減が妥当と考える。

●自治体財政は「財源をどのように支出するのか」という優先順位の
問題。さまざまある財政データは中立的・客観的なものとして参考に
する程度でよく、データそのもので良し悪しを判断し、評価するのは
議員のやることではない。
●定数削減による歳出削減効果は限定的で、財政規模の大小から
議員定数を考えるのはそぐわないと考えます。
●財政構造の弾力性を判断する経常収支比率が上昇傾向にあり、
議会費は歳出全体に占める割合は少ないが、一般財源であるため、
聖域視せず、これまで以上の効果を出せるよう改革を進め、議員定
数を減らす必要がある。
●年間16,600,000円の歳出削減ができる。たとえばこれで高齢者補
聴器購入費補助事業ができると考える。
●議員定数は財政状況の変化や、人口の増減の影響を受けて決定
されてきました。
財政が悪化すれば議員定数は削減され、人口が減少すれば議員定
数も削減されます。
三島市は人口の減少はあるものの、財政は問題ないと考えます。
●財政健全化は必須である。しかしながら将来を見据え必要に応じ
て適切な財政出動は必要である。
●今後、人口減少等で、さらに財政が厳しくなる中で、長期財政計画
でも人件費の削減が見込まれ、議員の人数もそれに合わせて減らす
べきと考える。

●三島は若者や女性が立候補しやすい雰囲気が出来ている。真の
多様性とは議員個人の属性ではなく、多様な意見を集約する視野の
広い寛容的な能力が十分に発揮されること。これからの立候補者は
単なる属性よりそういった能力の有無や可能性が問われる。
●より優秀で意識の高い人材に議員を目指してもらうことを考える
と、定数を削減しても一人当たりの政務活動費や報酬の増額増が
セットになっていれば、定数削減の影響は緩和できると考えます。
●多様性を受け入れる枠が現状より大きく閉ざされることはない。
●多様性については、誰でも立候補が出来る環境を作っていく事が
必要と考えています。。
個人的な意見ですが、市民の為に地域の為に活動が出来る人であ
れば、立候補していただきたいと思います。
●ホームページやSNS等を活用し、議員の活動を分かりやすく市民
に伝える為に、議員一人一人の活動を充実させることで、議員定数
が削減されたことを補う工夫が必要。
●多様な議員による議会は理想であるが、ルール可するには、課題
が多い。
まずは、議会への市民参加が多様性の増進に繋がるものと考える。

●3委員会制の見直し、市民参加（参考人や公聴会）、通年会期制の
導入、多様な意見の集約能力・調整力といった議員個々人の能力向
上により、定数は極限まで減らすことができる。対立でもなく馴れ合
いでもない健全な二元代表制は少数精鋭議会が鍵となる。
●1議席減を望みます。定数を削減して支出減になった分は、政務活
動費や報酬の増額に振り分け、行政部長級職員の給与レベルを目
指すべきと考えます。結果的により優秀で意識の高い人材が集まり、
調査能力の強化を促し、定数削減の影響緩和につながります。
●定数削減により収支減になった一部を活用し、政策活動費を増額
し調査活動の充実を図り、定数削減による影響を緩和することは可
能である。
●2名削減。三島市議会議員定数は平成11年に28人から26人へ、平
成19年に26人から24人へ、平成27年に24人から22人に削減してきて
いる。これが全国地方議会の流れであり今回2人削減は妥当である
と考える。

●人口だけでは、決めれない。それはスプロール化した街では面積
が広く、議員の活動範囲も広く多忙になり、なかなか意見を吸い上げ
る事ができないかもしれません。

●議員定数と財政について、三島市としては全国的に比べて良くも
なければ悪くもないと言う状況だというふうに思います。ですから議会
予算には、直接的な財政に及ぼす影響は無いかと思います。

●議員定数と多様性については、多様な意見、多様な考え方、多様
な立場等の方々が議会に進出してくる事は大変良いことだと思いま
す。

●当局や議員間の多様な討論や意見交換は大変大事であり、時間
的制約を持って十分な審議ができないと言うのは、本末転倒であると
思います。ですから、最後にやはり議会改革の一環として、通年議会
を推奨したいと思います。

●他市町との比較に於いては現状の議員定数でよいと考える。多様
な市民の意見を吸い上げる力が弱まると同時に定数減となれば一議
員の負荷は間違いなく増えます。
●人口規模の近い80千人から120千人の自治体（115自治体）の議員
定数の平均値は22.6人、中央値は22人であり、三島市の議員定数は
平均的な人数である。
●全国の類似自治体を見ると、その定数に法則性は見当たりませ
ん。県内など近隣で一覧にすると法則性が出てくるのは、横へ倣え
の判断からではないでしょうか。自治体間競争が叫ばれるなかで、こ
れは重要な観点だと感じます。
●全国の類似自治体との比較表を見ますと、今の三島市の議員数
22人は妥当な人数だと思います。
議員数を減らすと、市民の声を反映しにくくなると思います。
●議員定数の話をする際に、他市町の事例を取り上げるのは参考に
はなるが、全く根拠にはならない。
その定数が今後の三島のためになるのか、を議論するのであって、
他市町が良くなったのか悪くなったのか、もよくわからないまま、他市
町を例に動くのはナンセンス。
●類似自治体と比較しても、現状で適正である。
人口５千人に議員１人との考え方において、削減するほど人口減少
は進んでいない。
●議員定数は、どのような議会が三島市に必要かによって決まってく
るものであると考えます。人口や比較は、参考とはなるが基準にする
べきではない。
●他市町と比較して現状は適正である。人口が減っても三島市の面
積が縮小するわけではないので、定数を削減すると多くの市民の意
見を拾えなくなる。
●人口の関係、類似自治体との比較は、その市町の状況がちがうの
で、全く参考にならない。三島市について考えるべき。例を出すと、三
島市約10万人22人、郡山市約14万人38人、松崎町6038人8人これを
見れば人口の関係は崩れてくる。
●議員定数と人口は関係があると思う。だが、よく言われる「５０００
人に一議員」などという根拠のない数字の当て嵌めではなく、一定の
エリア人口の意見を反映し、困りごとを解決するのには何人程度議
員が必要である…ということの指標の一つとして考えるべき。
●現状、人口減少は微減であり、定数は類似団体と同等である

●当市の財政力から見ても現状の定数は問題はない。今後生産年
齢人口が減少した時点で検討すべきと考える。
●議会費は、市財政全体の0.6%にしか当たらず、そのさらに22分の１
ないしを削ることより、その人材を活用して「本当の無駄」を削減する
ことに意義があると思います。
●三島市は、今後の急激な人口減少から市民税が減り財政運営が
厳しくなっていくかもしれませが、議会費予算の全体に占める割合は
低く、現状のままであっても財政に影響を及ぼす金額ではないと思い
ます。
●仮に議員が2名ほど減ったところで、正直財政負担の議論はするレ
ベルにない。
本当に財政負担削減を議論するのであれば、議会のチェック体制強
化を図り、議員の耐久能力を高めた方がよほど財政のためになる。
●定数削減による歳出削減効果は限定的である。
多様な視点による監視機能や政策提言機能が健全な財政経営に果
たす役割は大きく、定数削減はこれに逆行する。
●定数の削減は、行政監視機能の低下となり、財政健全性の維持
や、歳費の圧縮、投資的な財政支出の検証力の低下など、市の全体
的な財政管理機能は低下するものと考えます。
●現状の定数で議会費が妥当、もしくは低いと評価してもらえるよう
な議員活動こそが大切。市民はそこを見ている。
●もっと必要なことは何かを考えるべき、無駄な指定管理者や委託
が多くないか、委託先などがどの様なところかを調べてより良く管理
すべき
●今後、三島市の財政は今のままの対応であれば、減少方向にあ
るのは間違いない。とはいえ市民のための事業は削減すべきではな
い。議員としては財政と事業を効率化していくこと、稼げる三島市に
する政策提案と事業実現に注力していかなければならない。
●定数削減による歳出の削減効果は限定的である
●人口や類似団体との比較についても、行政では、なおより多くの職
員が必要な部署がむしろ求められる。議員も同じで、本当の自治体
がむしろ試させるのではないか。

●誰もが立候補できるというそもそもの土台を備えなくては進まな
い。　立候補者の政治力。議会環境、諸条件。
●名誉職でなく、専門性をもった若い議員が増えている中、投票率の
低い世代や地域の議員、女性の割合が減ることは避けるべき。強い
組織を持った特定の候補者には、議席が指定席である事実も問題。
●市民の考え方、生きる姿勢の多様性を尊重した社会をつくっていく
ことを念頭において、市民の意見を反映する政策に取り組む人材
が、議員として立候補してくれると良いと思います。
議員の多様性の尊重と、市民の多様性の尊重のどちらも考慮すべき
と考えます。
●全ての人の希望を議員の数によって実現させることは、財政的に
も現実的でない。
多様性を認め、お互いを認めることは賛成だが、全ての多様性を議
員の数でカバーできるとは思わない。
よって、多様性のための議員定数増加は慎重に考えたい。
●定数削減は候補者の偏在等に繋がるリスクがある。
●定数を削減すると新人が立候補しにくくなる(当選しにくい)。議員の
多様性を確保するには減らすべきではない。
●もっと幅広い人人材や考えを持つ人、など、組織ではなく一般感覚
を持った人が増えるといいと思う
●子育てしている女性に関わらず、親の介護、ご自分の家庭の役割
が多い女性でも、立候補し、議員のみならず、議長などの役職もでき
るような柔軟な働く体制づくりを進めていくことが必要に思います
●三島市市議会選挙は無選挙ということはなく、常に定数以上の候
補者が立候補している。新人、政党や地域の基礎票がない人、多様
な価値観を持つ人が議員になるためには、定数の維持あるいは増も
検討する必要があると考える。
●議会の多様性を確保するために、女性をはじめとした多様な方々
が議会に参画しやすい環境を整えることが重要
●残念ながらまだまだ多くの人々から三島市議会への参入が届いて
いないが、引き続き全力を上げたい。

●議員の適切な定数というのは不明ですが、もし政策秘書を複数持
ち、スタッフを抱えるなどの地方議員制度になれば、少数でも構わな
いかも知れません。その場合、小選挙区制度のように、一強になる
可能性があり、活発な議論や政策提案が減るかも知れません。
●議員定数のあり方の議論は、定数削減ありきで議論するのではな
く、議会の質の確保、市民の意見を広く反映する為に10万人都市で
どれくらいが妥当かなど、議会の機能を果たすためにどうあるべきか
の議論を優先して進めていただきたいです。
●総じて、まずは現在の議員の質、議会の質が充分であると言える
ようになってから、改めて議員定数を議論する必要がある。
●可否同数の場合、議長裁決となるので、奇数の定数は避けるべき
である。
●議員の定年制を導入して、現状の定数で議員の新陳代謝を図る
べき。
●議員定数削減は得るものが全くないだけで無く失う事しかない。議
員定数を倍にして歳費を半分にしても良い。減らせば減らすほど市
民の声が全く届かなくなる。何をやっているかわからなければ、減ら
せと言うのは当然。風通しを良くして、議員削減しないご理解を求め
てほしい
●組織やバックがない方が、議員に当選することは至難の業です。
定数を削減すると言う事は、組織などをバックにしている方しか、議
員になることが難しくなります。そのため議員の削減には慎重である
べきだと考えています
●可否同数の場合、議長採決のなるので、偶数の議員数が必要
●議会傍聴の簡素化、議会だよりの改善、その他議員、市民からの
要望による弾力な改善。


